














































































































































































図 3　民法 198 条の概念図
③の具体例















































































図 5　民事訴訟法 4条 4項の構造
図 6　営利法人の裁判籍の個別的具体的規範
（6）　おわりに
本稿では、法的三段論法の訓練方法を考察するこ
とで、法学上の基礎訓練と、情報学の一分野である
情報処理の技術との親和性を確認した。法学と情報
学との接合は未開拓の領域である。しかし、本稿で
示したように、法学上の基礎訓練が情報処理の技術
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によって発展する可能性を持つことは明らかである
ように思われる。今後も、同様の手法で、法学と情
報学との接合についての研究をさらに進めたい。
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（法体系の理解における情報処理の手法の応
用） ─”、獨協大学情報学研究、vol.5、pp.1-4
（2016.3）参照。
（2）  本稿にいう「法的三段論法」とは、単に、「規
範（大前提）」⇒「事実（小前提）」⇒「結論」
という論理の過程を記述する方法をのみを呼
称するものとする。ここで特に強調しておき
たいのは、法的三段論法は、論理過程の記述
方法であって、思考の過程そのものではない
ということである。なお、所与の問題を法的
に解決するために辿られる思考の過程は、三
段論法にならないことについては、別稿〔山
田恒久、“巻頭言─情報学研究の多様性（法
の適用のアルゴリズムと法的三段論法） ─”、
Informatics、vol.13、1pp ～ 6（2020.9）〕にお
いて示したので、ここでは詳述しない。
（3）  例えば、山田恒久、“巻頭言─情報学研究の
多様性（法体系の理解における情報処理の手
法の応用） ─”、獨協大学情報学研究、vol.6、
pp.1-4（2017.3）。
（4）  条文の文言は、「意思表示」であるにも拘わら
ず、取消しの対象を「法律行為」とすること
には、疑問が残る。しかし、このように解す
るのが通説のため、本稿ではこの表現を用い
た。
（5） 「妨害の停止」を、「妨害排除」と変形するこ
と、及び、「訴えによって請求できる〈手続法
上の訴権〉」を、「請求権が発生する〈実体法
上の請求権〉」と読み替えていることなどの点
で検討するべき事項が多いが、本稿の焦点か
らはずれるため、ここでは詳述しない。
（6）  条文の文言の、「意思表示」を「法律行為」と
する点は、民法 96 条（前掲注④）と同様。
（7）  選択を意味する文言としては、「又は」が用い
られる。但し、選択に階層がある場合には、
「又は」に加えて「若しくは」が用いられる。
なお、詳細については、山田恒久、“巻頭言─
情報学研究の多様性（（法文の基礎知識とプロ
グラム）） ─”、Informa-tics、vol.12、1pp ～ 5
（2019.9）参照。
（8）  正しくは、同項には、「法人その他の社団又は
財団の普通裁判籍は、その主たる事務所又は
営業所により、事務所又は営業所がないとき
は代表者その他の主たる業務担当者の住所に
より定まる。」と定められている。
（9）  その詳細については、紙数の関係から、本稿
では詳述しない。
　
